
昭和62年法 平成５年法 平成６年法 平成１４年法 令和４年省令

昭和63年1月1日 平成6年1月1日 平成７年７月１日 平成１４年９月１日 令和４年４月１日

＊改善多項制の採用
（発明の数→請求項の数、出願の単一性）

補正の改正
（要旨変更→新規事項）

＊第３６条の改正
　→明細書の記載要件の緩和：発明の詳細な説明は「明確かつ十分」に
記載、特許請求の範囲は「明確かつ簡潔」に記載。
＊外国語書面出願制度の導入

＊３６条の改正
先行技術文献情報開示制度の導入(H14.9.1～  *1)
（特許請求の範囲が明細書から分離）(H15.7.1～  *2)

＊マルチマルチクレーム制限の導入(R4.1.1～  *1)
※特許請求の範囲の記載に関する委任省令要件(特許法第36条第6項第4号）につい
て、特許法施行規則第24条の3第5号を追加。
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3項
　前項第3号の発明の詳細な説明には、その発明の属す
る技術の分野における通常の知識を有する者が容易に
その実施をすることができる程度に、その発明の目
的、構成及び効果を記載しなければならない。

４項
　前項第３号の発明の詳細な説明は、通商産業省令で定めるところによ
り、その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者がその
実施をすることができる程度に明確かつ十分に、記載しなければならな
い。

４項
　前項第３号の発明の詳細な説明の記載は、次の各号に適合するものでなければ
ならない。
　１号  経済産業省令で定めるところにより、その発明の属する技術分野に属す
る通常の知識を有する者がその実施をすることができる程度に明確かつ十分に記
載したものであること。
　２号  その発明に関連する文献公知発明（第29条第1項第3号に掲げる発明をい
う。以下この号において同じ。）のうち、特許を受けようとする者が特許出願の
時に知っているものがあるときは、その文献公知発明が記載された刊行物の名称
その他のその文献公知発明に関する情報の所在を記載したもの
であること。

4項
　第2項第4号の特許請求の範囲の記載は、次の各号に
適合するものでなければならない。
　1号  特許を受けようとする発明が発明の詳細な説明
に記載したものであること。
　2号  特許を受けようとする発明の構成に欠くことの
できない事項のみを記載した項（以下｢請求項｣とい
う。）に区分してあること
　3号  その他通商産業省令で定めるところにより記載
されていること。

５項
　第３項第４号の特許請求の範囲には、請求額に区分して、各請求項ご
とに特許出願人が特許を受けようとする発明を特定するために必要と認
める事項のすべてを記載しなければならない。この場合において、一の
請求項に係る発明と他の請求項に係る発明とが同一である記載となるこ
とを妨げない。

５項
　第２項の特許請求の範囲には、請求額に区分して、各請求項ごとに特許出願人
が特許を受けようとする発明を特定するために必要と認める事項のすべてを記載
しなければならない。この場合において、一の請求項に係る発明と他の請求項に
係る発明とが同一である記載となることを妨げない。

5項
　前項の規定は、その記載が、一の請求項に係る発明
と他の請求項に係る発明とが同一である特許請求の範
囲の記載となることを妨げない。

６項
　第３項第４号の特許請求の範囲の記載は、次の各号に適合するもので
なければならない。
１号  特許を受けようとする発明が発明の詳細な説明に記載したもので
あること。
２号  特許を受けようとする発明が明確であること。
３号  請求項ごとの記載が簡潔であること。
４号  その他通商産業省令で定めるところにより記載されていること。

６項
　第２項の特許請求の範囲の記載は、次の各号に適合するものでなければならな
い。
１号  特許を受けようとする発明が発明の詳細な説明に記載したものであるこ
と。
２号  特許を受けようとする発明が明確であること。
３号  請求項ごとの記載が簡潔であること。
４号  その他経済産業省令で定めるところにより記載されていること。

６項
　第２項の特許請求の範囲の記載は、次の各号に適合するものでなければならな
い。
１号～３号（略）
４号  その他経済産業省令で定めるところにより記載されていること。

特許法施行規則第２４条の３
　特許法第３６条第６項第４号の経済産業省令で定めるところによる特許請求の
範囲の記載は、次の各号に定めるとおりとする。
１号～４号（略）
５号　他の二以上の請求項の記載を択一的に引用して請求項を記載するときは、
引用する請求項は、他の二以上の請求項の記載を択一的に引用してはならない。

要

約

７項
　第２項の要約書には、明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した発明の概要
その他経済産業省令で定める事項を記載しなければならない。
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＊従来法下出願されたものは従来法適用
　附則§３①、§36④⑤、§123①は施行後の出願に適
用し、施行前の出願は従前の例による。

＊従来法下出願されたもの
は従来法適用
　附則§２④、施行後の無
効審判請求に適用（ただし
§123①－については、施
行後の出願に適用）

＊従来法下出願されたものは従来法適用
　附則§６②、36条、123条①四の規定及び訂正については、施行後の出
願に適用

＊従来法下出願されたものは従来法適用
＊１  附則§２①  １７条の２、３６条④、４８条の７、４９条、５０条、５３
条（中略）１８４条の１８の規定は、施行後の出願について適用
＊２  附則§３  施行日以後にする特許出願（施行日前の特許出願の分割等に係
る特許出願を含む）について適用。

＊従来法下出願されたものは従来法適用
＊１  改正後の特許法施行規則第２４条の３（第５号に係る部分に限る。）の規
定は、施行後にする特許出願について適用。

第 36 条の条文、適用時期一覧

４項
【同左】

６項
【同左】
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５項
　第３項第４号の特許請求の範囲の記載は、次の各
号に適合するものでなければならない。
　１号【同左】
　２号【同左】
　３号【同左】

７項
　第2項の要約書には、明細書又は図面に記載した発明の概要その他通商産業省令で定める事項を記載しなければならない。

　従来法下出願されたも
のは従来法適用
　特例法施令附則§2、
改正前の特許法の規定
は、なおその効力を有す
る。

法  令 平成２年法

施行日 平成２年12月1日
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＊要約書の採用
→第36条２項の改正によ
り番号繰り下がり


